
貸 借 対 照 表
(2024年３月31日現在)

(単位 百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 41,638 流 動 負 債 32,834

現 金 及 び 預 金 3,343 買 掛 金 1,511

売 掛 金 28,362 未 払 金 2,979
制 作 勘 定 7,510 未 払 費 用 20,582

貯 蔵 品 7 未 払 法 人 税 等 1,229

前 払 費 用 294 前 受 金 1,780

そ の 他 2,120 預 り 金 3,287

貸 倒 引 当 金 △0 賞 与 引 当 金 1,422

役 員 賞 与 引 当 金 39

そ の 他 0

固 定 資 産 41,965

有 形 固 定 資 産 17,855 固 定 負 債 1,500

建 物 5,635 長 期 未 払 金 460

構 築 物 335 繰 延 税 金 負 債 243

機 械 及 び 装 置 7,273 退 職 給 付 引 当 金 728

車 両 運 搬 具 0 長 期 預 り 保 証 金 68

工具、器具及び備品 355 負 債 合 計 34,335

土 地 4,254 ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 5,754 株 主 資 本 46,983

ソ フ ト ウ ェ ア 5,744 資 本 金 8,910

そ の 他 9 資 本 剰 余 金 8,684

投資その他の資産 18,355 資 本 準 備 金 8,684

投 資 有 価 証 券 8,896 利 益 剰 余 金 29,388

関 係 会 社 株 式 4,549 利 益 準 備 金 410

関 係 会 社 出 資 金 2,399 そ の 他 利 益 剰 余 金 28,978

長 期 貸 付 金 2 別 途 積 立 金 20,700

破 産 更 生 債 権 等 16 繰 越 利 益 剰 余 金 8,278

長 期 前 払 費 用 1 評価・換算差額等 2,284

差 入 保 証 金 353 その他有価証券評価差額金 2,284

敷 金 2,040

そ の 他 112

貸 倒 引 当 金 △16 純 資 産 合 計 49,268

資 産 合 計 83,603 負 債 純 資 産 合 計 83,603
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損 益 計 算 書

(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)

(単位 百万円)

科 目 金 額

売 上 高 110,338

売 上 原 価 75,922

売 上 総 利 益 34,415

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,920

営 業 利 益 6,495

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,921

受 取 賃 貸 料 21

そ の 他 56 2,000

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19

そ の 他 3 23

経 常 利 益 8,472

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,098 1,098

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 39 39

税 引 前 当 期 純 利 益 9,531

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,340

法 人 税 等 調 整 額 57 2,398

当 期 純 利 益 7,133
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株主資本等変動計算書

( 2023年４月１日から
2024年３月31日まで )

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 8,910 8,684 8,684 410 20,700 9,876 30,986

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,730 △8,730

当 期 純 利 益 7,133 7,133

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― △1,597 △1,597

当 期 末 残 高 8,910 8,684 8,684 410 20,700 8,278 29,388

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 48,581 2,958 2,958 51,539

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,730 △8,730

当 期 純 利 益 7,133 7,133

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△674 △674 △674

当 期 変 動 額 合 計 △1,597 △674 △674 △2,271

当 期 末 残 高 46,983 2,284 2,284 49,268
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【 個別注記表 】

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券 市場価格のない株式等

以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

制作勘定 個別法

貯蔵品 先入先出法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２年～50年

機械及び装置 ２年～12年

(2) 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(3) リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額

に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に

基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

(4) 退職給付引当金 ①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時において一

括費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社では、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財またはサービス

の移転との交換により、その権利を得ると見込む対価の額を反映した金額で収益

を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

(1)放送事業

当社の主たる事業である放送事業に関しては、広告主より依頼された広告を

放送する履行義務を負っております。

タイム収入は１つの番組の放送時間の途中で放送する広告枠を販売する形態

であります。タイム収入につきましては広告を放送した時点で履行義務が充足

されたと判断して収益を認識しております。

スポット収入は前の番組と次の番組が始まる間や特定の番組と関係なく広告

枠を販売する形態であります。スポット収入につきましては契約期間において

広告を放送するにつれ履行義務が充足されると判断して収益を認識しておりま

す。

(2)ライツ事業

主に放送番組の周辺権利(インターネットによる動画配信、ビデオグラム化、

出版化、ゲーム化、玩具その他の商品化等の権利等)を利用し、さまざまなサー

ビスや商品として展開し収益を上げるライツ事業に関しては、主に権利の使用

を許諾する履行義務を負っております。

ライツ事業の収益は権利の供与時点において、顧客が当該権利に対する支配

を獲得することで当社の履行義務が充足されると判断した場合、当該時点で収

益を認識しています。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。法人税及び地方法人税並びに税効果

会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。
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（会計上の見積りに関する注記）

１．関係会社株式及び関係会社出資金の評価

(1)当事業年度の貸借対照表に計上した金額

関係会社株式 4,549百万円

関係会社出資金 2,399百万円

(2)見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

当社の有する関係会社株式等は、市場価格のない株式等であり、財政状態の

悪化により実質価額が貸借対照表価額に比して著しく低下した場合には、回復

可能性の判定を行い、減損処理の要否を決定しております。回復可能性の判定

については、子会社等の事業計画に基づき実施しているため、将来の不確実な

経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、事業計画に基づく業

績回復が予定通りに進まないことが判明した場合、翌事業年度の計算書類にお

いて、減損の計上が必要となる可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産 764百万円

(2)見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

当社は、繰延税金資産の計上にあたり、事業計画を基礎として、慎重かつ実

現可能性の高い継続的な税務計画を検討し、将来の課税所得等の予測を行って

おります。その結果、将来回収が見込まれないと判断した繰延税金資産につい

ては、評価性引当額を認識しております。事業計画における重要な仮定にはテ

レビ広告の市場の見通しが含まれます。

このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っています

が、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度

の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり

ます。
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（貸借対照表に関する注記）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 18,623百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(1) 短期金銭債権 344百万円

(2) 長期金銭債権 1,400百万円

(3) 短期金銭債務 3,750百万円

(4) 長期金銭債務 －百万円

３．流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 1,771百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との間の取引高

営業取引

売上高 2,771百万円

仕入高 2,962百万円

販売費及び一般管理費 4,691百万円

営業取引以外の取引高 1,489百万円

２．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 110,338百万円

― 8 ―



（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 20,645,000株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2023年６月15日
定時株主総会

普通株式 8,730 422.90 2023年３月31日 2023年６月16日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな

るもの

2024年６月20日を決議日として、次のとおり配当を予定しております。

① 配当金の総額……………………………………… 7,132百万円

② 配当の原資……………………………………………利益剰余金

③ １株当たり配当額……………………………………･345円50銭

④ 基準日……………………………………………2024年３月31日

⑤ 効力発生日………………………………………2024年６月21日
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 421百万円

未払事業税 102百万円

未払事業所税 12百万円

減価償却超過額 143百万円

投資有価証券 102百万円

退職給付引当金 223百万円

長期未払金 299百万円

株式報酬費用 22百万円

その他 122百万円

繰延税金資産小計 1,451百万円

評価性引当額 △686百万円

繰延税金資産合計 764百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 1,008百万円

繰延税金負債合計 1,008百万円

繰延税金負債純額 243百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.0％

住民税均等割 0.0％

給与等支給額増加等、雇用者増加の税額控除 △0.2％

評価性引当額の増減 △0.6％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.2％

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５．(1)グループ通算制度の適

用」に記載のとおりであります。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、㈱テレビ東京ホールディングスの事業子会社としてＣＭＳ（キヤッシ

ュ・マネジメント・システム）に参加しており、当社グループ外との資金運用及

び調達に該当するものはございません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、主に取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理

部門と財務部が連携して主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の決算日現在における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金

融資産の貸借対照表価額により表されております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の

管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更

新するとともに、当社の手元流動性を売上高の１か月分以上に維持することな

どにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足情報

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりませ

ん。（（注２）を参照ください。）
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）投資有価証券 5,497 5,497 －

資産計 5,497 5,497 －

（注１）「現金及び預金」「売掛金」「預け金」「未払費用」については、現金であるこ

と、及び短期間に決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること

から、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 3,399

関係会社株式 4,549

関係会社出資金 2,399

これらについては、「（1）投資有価証券」には含めておりません。

（注３）満期のある金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

区分 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 3,324 － － －

売掛金 28,362 － － －

合計 31,686 － － －
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（関連当事者との取引に関する注記）

親会社及び法人主要株主等

属 性
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

親会社

㈱テレビ
東京ホー
ルディン
グス

東京都
港区

10,000
企業グループ
の統括・運営

被所有
直接
100.0％

株式等の保有
を通じての統
括・運営等

キ ャ ッ シ
ュ・マネジ
メント・シ
ステム
による預入
(純額)
(注)1

△13,181
預け金
預り金

－
3,019

本社屋の賃借
敷金の差入
(注)2

－ 敷金 1,400

固定資産譲渡
放送設備の
購入(注)3

7,813 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1. 預け金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
(注)2. 敷金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、決定しております。
(注)3. 購入価格およびその他の取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っ

ております。

（１株当たり情報に関する注記）

１. １株当たり純資産 2,386円44銭

２. １株当たり当期純利益 345円51銭

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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